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答   申  

 

審査請求人（以下「請求人」という。）が提起した精神障害者保健福

祉手帳（以下「手帳」という。）の障害等級認定に係る審査請求につい

て、審査庁から諮問があったので、次のとおり答申する。  

 

第１  審査会の結論  

本件審査請求は、棄却すべきである。  

 

第２  審査請求の趣旨  

本件審査請求の趣旨は、東京都知事（以下「処分庁」という。）

が請求人に対し、精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（以

下「法」という。）４５条２項の規定に基づき、令和２年８月２８

日付けで発行した手帳の交付決定処分のうち、障害等級を３級と

認定した部分（以下「本件処分」という。）について、２級への変

更を求めるというものである。  

 

第３  請求人の主張の要旨  

請求人は、おおむね以下のことから、本件処分の違法又は不当

を主張し、手帳の障害等級を２級に変更することを求めている。  

１  職場の評価としては、３０分前の記憶もあやふやであり、人の

声が聴こえていない。言語を把握しても、意味を適切に理解して

いないことから、接客はほぼ不可能であり、接客の必要ない部署

への異動が必要である。こうした情況から考えると、単に社会生

活制限がある３級ではなく、著しい制限たる２級が相当であるた

め、審査請求をすすめるという内容であった。請求人個人として

も所感はほぼ同じである。  
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請求人の状況からすれば、機能障害とも能力障害とも重く、２

級相当以上と請求人も職場も認識し、清掃部門へ異動となってい

る。  

２  本件診断書の作成内容には、請求人の主訴の部分が抜け落ちて

いる、その他の不安障害について記載がない、危機管理や日常生

活について具体的な記載がないなど、不適切な点がみられるが、

本件申請時に本件診断書の内容を確認できなかった。  

本件申請時にこうした問題が発生する可能性を予見していたた

め、厳封されていた診断書を開披するよう○○区役所側へ申し立

てたが、精神衛生という分野の特性上不可とのことで拒否された。

後日、○○区役所側へ確認したところ、作成者へ確認すれば患者

本人に開示できることが判明した。仮に手続き時に開示が認めら

れていれば、診断書作成医療機関へ疑義照会を行い、同時に手帳

交付申請を一度取り下げていた可能性が高い。診断書作成医療機

関からは、本件診断書の内容に重要な部分の欠落が生じ、申請者

へ不利益を生じたことにつき謝罪を受けている。診断書の再作成

は可能とのことであったが、通常の手数料を支払わなければ不可

であり、返金もしないとの説明を受けている。  

この時点で、○○区役所側にも、診断書作成側にも事務手続き

上の瑕疵・不作為があったことが認められたが、請求人の救済手

段が審査会への諮問のみとなってしまった。  

 

第４  審理員意見書の結論  

本件審査請求は理由がないから、行政不服審査法４５条２項の

規定を適用して、棄却すべきである。  

 

第５  調査審議の経過  

審査会は、本件諮問について、以下のように審議した。  

年  月  日  審  議  経  過  

令和  ３年１１月２４日  諮問  
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令和  ３年１２月  ３日  請求人から口頭意見陳述申立書を収

受  

令和  ４年  １月２１日  審議（第６３回第２部会）  

令和  ４年  １月２５日  請求人へ口頭意見陳述を実施しない

ことの通知を発出  

令和  ４年  ２月２５日  審議（第６４回第２部会）  

 

第６  審査会の判断の理由  

   審査会は、請求人の主張、審理員意見書等を具体的に検討した

結果、以下のように判断する。  

１  法令等の定め  

⑴  法４５条１項は、精神障害者は、厚生労働省令で定める書類

を添えて、その居住地の都道府県知事に手帳の交付を申請する

ことができると定め、同条２項は、都道府県知事は、手帳の交

付申請に基づいて審査し、申請者が「政令で定める精神障害の

状態」にあると認めたときは、申請者に手帳を交付しなければ

ならない旨定めている。  

⑵  法４５条２項の規定を受けて、法施行令６条は、１項におい

て、「政令で定める精神障害の状態」は、３項に規定する障害等

級に該当する程度のものとし、３項において、障害等級は、障

害の程度に応じて重度のものから１級、２級及び３級とし、各

級の障害の状態については、別紙２の表のとおりと規定し、ま

た２項において、手帳には障害等級を記載するものとしている。 

⑶  法施行令６条３項が定める障害等級の認定に係る精神障害の

状態の判定に当たっては、精神疾患（機能障害）及び能力障害

（活動制限）の状態が重要な判断資料となることから、「精神疾

患（機能障害）の状態」（以下「機能障害」という。）と「能力障

害（活動制限）の状態」（以下「活動制限」という。）の二つの要

素を勘案して「総合判定」すべきものとされている。また、機能

障害及び活動制限の状態の判定に当たっては、現時点の状態の
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みでなく、おおむね過去の２年間の状態、あるいは、おおむね

今後２年間に予想される状態も考慮するとされている（以上、

「精神障害者保健福祉手帳の障害等級の判定基準について」（平

成７年９月１２日健医発第１１３３号厚生省保健医療局長通

知。以下「判定基準」という。）及び「精神障害者保健福祉手帳

の障害等級の判定基準の運用に当たって留意すべき事項につい

て」（平成７年９月１２日健医精発第４６号厚生省保健医療局精

神保健課長通知。以下「留意事項」といい、判定基準と併せて

「判定基準等」という。））。  

法４５条各項の規定により都道府県知事が行う事務は、地方

自治法２条８項の自治事務であるところ（法５１条の１３第１

項参照）、判定基準等の各定めは、手帳の申請に対応する事務

に関する地方自治法２４５条の４第１項の規定に基づく技術的

助言（いわゆるガイドライン）に当たるものであり、その内容

も合理的で妥当なものと解せられる。  

⑷  法４５条１項の規定を受けた法施行規則２３条２項１号によ

れば、手帳の交付申請は、医師の診断書を添えて行うこととさ

れていることから、本件においても、上記⑶の「総合判定」は、

提出された本件診断書により、その記載内容全般を基に、客観

的になされるべきものと解される。  

このため、本件診断書の記載内容を基にした処分庁の判定に

違法又は不当な点がなければ、本件処分を取り消し、又は変更

する理由があるとすることはできない。  

２  次に、本件診断書の記載内容（別紙１）を前提に、本件処分に違

法又は不当な点がないかどうか、以下、検討する。  

⑴  機能障害について  

ア  本件診断書において、請求人の主たる精神障害として記載

されている「アスペルガー症候群  ＩＣＤコード（Ｆ８４．

５）」（別紙１・１・⑴）は、ＩＣＤ－１０では、「広汎性発

達障害」に含まれる。広汎性発達障害は、相互的な社会関係



 

- 5 -  

とコミュニケーションのパターンにおける質的障害及び限局

した常同的で反復的な関心と活動の幅によって特徴づけられ

る一群の障害であり、程度の差はあるが、これらの質的な異

常は、あらゆる状況において患者個人の機能に広汎にみられ

る特徴であるとされる。そして、常にではないが、通常は、あ

る程度の全般的認知機能障害があり、遅滞の有無にかかわら

ず、個人の精神年齢と比べて偏った行動によって定義される

とされている。  

判定基準によれば、広汎性発達障害は、「発達障害」に該当

し、「その主症状とその他の精神神経症状が高度のもの」が

障害等級１級、「その主症状が高度であり、その他の精神神

経症状があるもの」が同２級、「その主症状とその他の精神

神経症状があるもの」が同３級とされている。  

イ  また、本件診断書において、請求人の従たる精神障害とし

て記載されている「強迫性障害  ＩＣＤコード（Ｆ４２）」

（別紙１・１・⑵）は、ＩＣＤ－１０では、その本質的特徴

は、反復する強迫思考あるいは強迫行為であるとされ、強迫

思考は、本人の意思に反した、そしてしばしば嫌なものであ

るにもかかわらず、自分自身の思考として認識され、強迫症

状、とりわけ強迫思考はうつ病と密接に関連しているとされ

ている。  

判定基準によれば、強迫性障害は、「その他の精神疾患」に

該当し、その他の精神疾患によるものにあっては、１（統合

失調症）～７（発達障害）に準ずるものとされているが、強迫

性障害は、その症状の関連性から、「気分（感情）障害」に準

ずるものと判断することが相当である。そして、気分障害は、

「高度の気分、意欲・行動及び思考の障害の病相期があり、

かつ、これらが持続したり、ひんぱんに繰り返したりするも

の」が障害等級１級、「気分、意欲・行動及び思考の障害の病

相期があり、かつ、これらが持続したり、ひんぱんに繰り返
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したりするもの」が同２級、「気分、意欲・行動及び思考の障

害の病相期があり、その症状は著しくはないが、これを持続

したり、ひんぱんに繰り返すもの」が同３級とされている。  

ウ  以下、これを前提に、請求人の精神の障害の状態について

検討する。  

本件診断書の「発病から現在までの病歴及び治療内容等」

欄には、「推定発病時期」は幼少期と記載され、「幼少期から

高校や大学在学時の頃に、『理論を理解し憶えるのは得意』

と感じる一方で『他者の感情や内面・その場の状況・暗黙の

ルール・言語的に明示されない事柄・先の見通しがよく分か

らない』と感じており、周囲とのコミュニケーションがうま

くいかない原因となっていた。１９９８年７月２３日～２０

０９年２月２７日当院に通院し途中当院デイケアにも通所し

学校での不適応は軽減したため、当院通院は終了した。大学

院卒業後は、高齢者介護の仕事に従事したが、職場で以前と

同様に周囲とのコミュニケーションが上手くいかなかったた

め、２０２０年１月２２日当院に再度当院受診。以後○○医

大精神科に３～４月に通院を経て現在当院通院中。」と記載

されている（別紙１・３）。  

「現在の病状・状態像等」欄は、不安及び不穏（強度の不

安・恐怖感、強迫体験）及び広汎性発達障害関連症状（相互的

な社会関係の質的障害、コミュニケーションのパターンにお

ける質的障害、限定した常同的で反復的な関心と活動）に該

当し（別紙１・４）、「現在の病状、状態像等の具体的程度、

症状、検査所見等」欄は「想像力の欠如、他者とのコミュニケ

ーションの質的障害などが幼少期から存在している。ストレ

ス時に不安感高まりドアの鍵の戸締りなどの確認行為が悪化

する。」と記載され（別紙１・５・⑴）、「検査所見」欄は「２

０２０／４／２施行  ＷＡＩＳ－Ⅳ：ＦＳＩＱ９７（ＶＣＩ：

１１２  ＰＲＩ：１０５  ＷＭＩ：８８  ＰＳＩ：７７） Ａ



 

- 7 -  

ＱＪ４６点（２０２０／４／２施行）」と記載されている（同・

⑵）。  

また、「生活能力の状態の具体的程度、状態等」欄は、「介

護の仕事に従事しているが周囲とのコミュニケーションがう

まくいかないことが多い様子。同居中の両親にサポートを受

け何とか生活している。」と記載されている（別紙１・７）。 

これらの記載によれば、請求人は、精神疾患であるアスペ

ルガー症候群を有し、幼少期から広汎性発達障害関連症状に

より、相互的な社会関係の質的障害やコミュニケーションの

パターンによる質的障害、限定した常同的で反復的な関心と

活動が認められ、安定した就労などの社会生活には一定の制

限を受けるものの、症状の程度に関する具体的な記載は乏し

く、日常生活において必要とされる基本的な活動まで行えな

いほど、その症状が著しいとまでは判断しがたい。  

そうすると、判定基準等に照らしてみると、請求人の主た

る精神障害についての機能障害の程度は、発達障害について

の障害等級２級の「その主症状が高度であり、その他の精神

神経症状があるもの」とまでは認められず、同３級の「その

主症状とその他の精神神経症状があるもの」に該当すると判

断するのが相当である。  

次に、請求人の従たる精神障害である強迫性障害について

みると、請求人は、強迫性障害を有し、ストレス時に確認行

為の悪化が認められ、また、強度の不安・恐怖感も認められ

るが、それらの程度についての具体的な記載は乏しく、重篤

な病状の記述は認められない。  

そうすると、判定基準等に照らしてみると、請求人の従た

る精神障害についての機能障害の程度は、気分（感情）障害

についての障害等級２級の「気分、意欲・行動及び思考の障

害の病相期があり、かつ、これらが持続したり、ひんぱんに

繰り返したりするもの」に至っているとまでは認められず、
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同３級の「気分、意欲・行動及び思考の障害の病相期があり、

その症状は著しくはないが、これを持続したり、ひんぱんに

繰り返すもの」に該当すると判断するのが相当である。  

⑵  活動制限について  

ア  請求人の活動制限についてみると、本件診断書によれば、

「日常生活能力の程度」欄は、「精神障害を認め、日常生活に

著しい制限を受けており、時に応じて援助を必要とする。」

とされ（別紙１・６・⑶）、留意事項３・⑹の表からすると、

この記載のみに限ってみれば、請求人の活動制限の程度は、

おおむね障害等級２級程度の区分に該当し得るともいえる。  

なお、留意事項３・⑹によれば、活動制限の程度において、

「日常生活に著しい制限を受けており、時に応じて援助を必

要とする」（おおむね２級程度）とは、食事、保清、金銭管

理、危機対応に中等度ないしは重度の問題があって「必要な

援助を受けなければできない」程度のものを言い、「日常生

活又は社会生活に一定の制限を受ける」（おおむね３級程度）

とは、活動や参加において軽度ないしは中等度の問題があり、

あえて援助を受けなくとも、自発的に又はおおむね適切に行

うことができるが、援助があればより適切に行いうる程度の

ものを言うとされている。  

一方、日常生活あるいは社会生活の具体的な支障の程度に

ついて判定する「日常生活能力の判定」欄は、８項目中、「適

切にできる」（判定基準において非該当に相当）が１項目、

「おおむねできるが援助が必要」（判定基準において障害等

級３級程度に相当）が４項目、「援助があればできる」（同２

級程度に相当）が３項目となっている（別紙１・６・⑵）。  

そして、「生活能力の状態の具体的程度、状態等」欄は「介

護の仕事に従事しているが周囲とのコミュニケーションがう

まくいかないことが多い様子。同居中の両親にサポートを受

け何とか生活している。」と記載されており（別紙１・７）、
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「現在の生活環境」欄は「在宅（家族等と同居）」とされ（別

紙１・６・⑴）、「現在の障害福祉等サービスの利用状況」欄

は「なし」が選択されている（別紙１・８）。  

イ  本件診断書によれば、請求人は、精神疾患を有し、通院治

療を受けながら、障害福祉等サービスを利用することなく、

介護の仕事に従事し、在宅での生活を維持している状況であ

ると考えられる。そうすると、請求人は、社会生活において

は一定の制限があり、援助を必要とする状態ではあるが、身

の回りのことなど日常生活において必要とされる基本的な活

動まで行えないほどの状態とまでは考えにくい。  

したがって、判定基準等に照らしてみると、請求人の活動

制限の程度は、「日常生活に著しい制限を受けており、時に

応じて援助を必要とする」程度である障害等級２級に相当す

るものとまでは認めがたく、「日常生活又は社会生活に一定

の制限を受ける」程度である同３級と判断するのが相当であ

る。  

⑶  総合判定  

請求人の障害等級について、上記⑴及び⑵で検討した機能障

害と活動制限とを総合して判定すると、請求人の障害程度につ

いては、法施行令６条３項の表（別紙２）に照らし、「日常生活

が著しい制限を受けるか、又は日常生活に著しい制限を加える

ことを必要とする程度のもの」（障害等級２級）にまで至ってい

るとはいえず、「日常生活若しくは社会生活が制限を受けるか、

又は日常生活若しくは社会生活に制限を加えることを必要とす

る程度のもの」（同３級）に該当すると判定するのが相当であり、

これと同旨の結論を採る本件処分に、違法又は不当な点は認め

られない。  

３  請求人は、上記第３のとおり、本件処分の違法性又は不当性を

主張し、手帳の障害等級を２級に変更することを求めている。  

しかし、障害等級の認定に係る総合判定は、申請時に提出され
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た診断書の記載内容全般に基づいて客観的になされるべきもので

あるところ（１・⑷）、本件診断書によれば、請求人の精神障害に

ついては、判定基準等に照らして障害等級３級と認定するのが相

当である（２・⑶）ことから、請求人の主張に理由はないというほ

かはない。  

なお、請求人は、本件申請を受け付けた○○区役所及び診断書

作成医療機関に事務手続上の瑕疵・不作為があり、そのため診断

書の内容に重要な部分の欠落が生じたことも不服の理由としてい

るが、既に述べたとおり、処分庁は、申請時に提出された診断書

の記載内容全般に基づいて判定をすべきものであるから、このよ

うな請求人の主張は本件処分を取り消す理由とはならない。  

４  請求人の主張以外の違法性又は不当性についての検討  

その他、本件処分に違法又は不当な点は認められない。  

 

以上のとおり、審査会として、審理員が行った審理手続の適正性や

法令解釈の妥当性を審議した結果、審理手続、法令解釈のいずれも適

正に行われているものと判断する。  

よって、「第１  審査会の結論」のとおり判断する。  

 

（答申を行った委員の氏名）  

近藤ルミ子、山口卓男、山本未来  

 

 

別紙１及び別紙２（略）  

 


